
      川 崎 市 介 護 保 険 給 付 制 限 に 関 す る 要 綱

                           平成１３年８月２４日 

                           １３川健介保第２８８号 

                           健康福祉局長専決 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第６６条、第６７条、第６８条及び第６９条に規定する保険給付の制限に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱で使用する用語の意義は、次に掲げるもののほか、法で使用する用

語の例による。 

（１） 支払方法変更 法第６６条の規定による保険料を滞納している第１号被保険

者に係る保険給付の支払方法変更の処分のことをいう。 

（２） 給付一時差止 法第６８条の規定による医療保険各法の規定による保険料等

に未納がある第２号被保険者に係る保険給付の一時差止の処分のことをいう。 

（３） 納期限 川崎市介護保険条例（平成１２年川崎市条例第２５号。以下「条

例」という。）第１０条に規定する納期限のことをいう。 

（４） 滞納保険料 第１号被保険者に係る保険料について、納期限を経過して未払

いである保険料のことをいう。 

（５） 保険料徴収権時効 法第２００条の規定により、保険料を徴収する権利が時

効によって消滅することをいう。 

（６） 支払一時差止 法第６７条第１項及び第２項の規定による保険料を滞納して

いる第１号被保険者に係る保険給付の支払の一時差止の処分のことをいう。 

（７） 控除 法第６７条第３項の規定による保険料を滞納している第１号被保険者

に係る支払一時差止をした保険給付額から当該第１号被保険者が滞納している

保険料額を控除する処分をいう。 

（８） 給付額減額等 法第６９条に規定する処分のことをいう。 

   第２章 支払方法変更 

 （支払方法変更の対象となる被保険者） 

第３条 支払方法変更の対象となる被保険者は、法第２７条、第２８条、第２９条、

第３０条、第３２条、第３３条、第３３条の２又は第３５条の規定に基づく認定

（以下「要介護認定等」という。）のための申請（職権処理を含む。以下同じ。）

を行った第１号被保険者であって、支払方法変更に係る要介護認定等の申請による

認定有効期間開始日において、納期限（納期限が月末でない場合にあっては、納期



限の属する月の前月の末日。以下この条において同じ。）から１２か月を経過して

いる滞納保険料（保険料徴収 権時効となった滞納保険料を除く。以下この条にお

いて同じ。）がある者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長が必要と認めるときは、法第６６条第２項の規定

に基づき、滞納保険料が納期限から１２か月を経過しない場合においても支払方法

変更の対象とする。 

 （支払方法変更に係る弁明の機会の付与） 

第４条 区長は、行政手続法（平成５年法律第８８号）第１３条第１項第２号の規定

に基づき、前条に該当する被保険者に介護保険給付の支払方法変更予告通知書（第

１号様式。以下「支払方法変更予告通知書」という。）を送付し、弁明の機会を付

与する。 

２ 支払方法変更予告通知書を送付された被保険者が弁明を行うときは、弁明書（第

２号様式）を区長に提出するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、弁明書の提出が困難であると区長が認めるときは、弁

明を口頭で行うことができる。 

４ 弁明書の提出期限は、原則として第１項による支払方法変更予告通知書を送付し

た日から１４日とする。 

 （支払方法変更に係る弁明の審査基準） 

第５条 区長は、法、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」

という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」

という。）に規定する支払方法変更の対象とならない被保険者に該当するか否かに

ついて弁明の審査を行うものとし、その審査基準は次の各号に定める基準によるも

のとする。 

（１） 法第６６条第１項に規定する原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平

成６年法律第１１７号）による一般疾病医療費の支給を受けることができる場

合及び省令第９８条各号に規定する医療に関する給付を受けることができる場

合とは、支払方法変更を受ける期間に支給又は給付を受けることができる場合

とする。 

（２） 政令第３０条第１号に規定する住宅、家財又はその他の財産について著しい

損害を受けた場合とは、故意に災害を発生させた場合を除き、支払方法変更の

開始日の属する月の前６か月以内に３割以上の損失を受けた場合とする。この

場合における損失の程度の判定は、罹災者名簿等で確認できる場合を除き、原

則として、消防署長等所轄の関係官公署の長の発行する証明書により行う。 

（３） 政令第３０条第２号に規定する収入が著しく減少した場合とは、当該被保険

者の属する世帯の生計を主として維持する者（以下「生計維持者」という。）

の支払方法変更開始日の属する年の見込み総所得金額が前年の総所得金額の１



０分の７未満に減少し、かつ当該被保険者の属する世帯の実収入見込み月額

が、その世帯につき算定した生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定

する基準生活費（第Ⅰ類、第Ⅱ類及び障害者加算を合算した額）に１００分の

１１５を乗じて得た額に満たない場合とする。 

（４） 省令第１００条第１号及び第２号に規定する収入が著しく減少した場合につ

いては、前号の規定を準用する。 

（５） 省令第１００条第３号に規定する被保険者が被保護者である場合とは、生活

保護法による生活保護開始決定が行われている場合及び中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号。以下｢中国残留邦人支援法｣という。）による支援給付決定が行われている

場合とする。 

（６） 条例第１６条第１号から第４号に該当することにより保険料の徴収猶予を受

けている場合又は条例第１７条の規定に基づき条例第１６条第１号から第４号

に該当することにより保険料の減免を受けている場合であって、支払方法変更

の開始日以降においても保険料の徴収猶予又は減免を受けることができる場合

については、前第２号から第４号に該当するものとみなす。 

（７） 法第５０条に規定する居宅介護サービス費等の額の特例又は法第６０条に規

定する介護予防サービス費等の額の特例の認定を受けている場合であって、支

払方法変更の開始日以降においても特例の認定を受けることができる場合につ

いては、前第２号から第４号に該当するものとみなす。 

 （支払方法変更の決定） 

第６条 区長は、法、政令及び省令に規定する支払方法変更の対象とならない被保険

者に該当する場合を除き、弁明書の返送期限の経過後に、支払方法変更の決定を行

うものとする。 

２ 区長は、支払方法変更の決定を行ったときは、処分内容を被保険者証に記載する

とともに、川崎市介護保険条例施行規則（平成１２年規則第５７号。以下「施行規

則」という。）に規定する介護保険給付の支払方法変更決定通知書（第３４の３号

様式）により通知するものとする。 

 （支払方法変更の開始日） 

第７条 支払方法変更の開始日は、処分決定日の属する月の翌月１日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、支払方法変更に係る処分決定が要介護認定等の認定有

効期間開始日の前々月に行われた場合は、処分決定日の属する月の翌々月１日とす

る。 

 （支払方法変更の終了） 

第８条 支払方法変更の終了を受けようとする者は、介護保険給付の支払方法変更終

了申請書（施行規則第３４の４号様式）に法第６６条第３項の規定に該当する旨を



証する書類を添えて、区長に提出するものとする。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、支払方法変更の終了の適否を決定し、介護

保険給付の支払方法変更終了承認・不承認決定通知書（施行規則第３４の５号様

式）により通知するものとする。 

 （支払方法変更の終了の審査基準） 

第９条 支払方法変更を受けている被保険者が、法、政令及び省令に規定する要件に

該当するか否かについて審査する場合の審査基準は次の各号に定める基準によるも

のとする。 

（１）  法第６６条第３項に規定する滞納している保険料を完納した場合とは、終了

申請日において、滞納保険料から保険料徴収権時効となった滞納保険料を除い

た滞納保険料をすべて納付した場合とする。 

（２） 法第６６条第３項に規定する滞納額の著しい減少とは、第３条の規定により

支払方法変更の処分原因となった滞納保険料（以下この条において「処分原因

滞納保険料」という。）から終了申請日において保険料徴収権時効となった滞

納保険料を除いた滞納保険料をすべて納付した場合とする。ただし、処分原因

滞納保険料がすべて時効となった場合においては、終了申請日を基準日とし

て、納期限から１２か月以上経過している滞納保険料のすべてを納付した場合

とする。 

（３） 政令第３０条第１号に規定する住宅、家財又はその他の財産について著しい

損害を受けた場合とは、故意に災害を発生させた場合を除き、３割以上の損失

を受けた場合とする。この場合における損失の程度の判定は、罹災者名簿等で

確認できる場合を除き、原則として、消防署長等所轄の関係官公署の長の発行

する証明書により行う。 

（４） 政令第３０条第２号に規定する収入が著しく減少した場合とは、生計維持者

の終了申請日の属する年の見込み総所得金額が前年の総所得金額の１０分の７

未満に減少し、かつ当該被保険者の属する世帯の実収入見込み月額が、その世

帯につき算定した生活保護法に規定する基準生活費（第Ⅰ類、第Ⅱ類及び障害

者加算を合算した額）に１００分の１１５を乗じて得た額に満たない場合とす

る。 

（５） 省令第１００条第１号及び第２号に規定する収入が著しく減少した場合につ

いては、前号の規定を準用する。 

（６） 省令第１００条第３号に規定する被保険者が被保護者である場合とは、生活

保護法による生活保護開始決定が行われている場合及び中国残留邦人支援法に

よる支援給付決定が行われている場合とする。 

（７） 省令第１００条第４号に規定する原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律

による一般疾病医療費の支給を受けることができる場合及び省令第９８条各号



に規定する医療に関する給付を受けることができる場合とは、支払方法変更を

受ける期間に支給又は給付を受けることができる場合とする。 

（８） 支払方法変更の開始日以降において、条例第１６条第１号から第４号に該当

することにより保険料の徴収猶予を受けることとなった場合又は条例第１７条

の規定に基づき条例第１６条第１号から第４号に該当することにより保険料の

減免を受けることとなった場合については、前第３号から第５号に該当するも

のとみなす。 

（９） 支払方法変更の開始日以降において、法第５０条に規定する居宅介護サービ

ス費等の額の特例又は法第６０条に規定する介護予防サービス費等の額の特例

の認定を受けることとなった場合においては、前第３号から第５号に該当する

ものとみなす。 

 （支払方法変更の終了日） 

第１０条 支払方法変更の終了日は、終了申請日の属する月の前月末日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、処分決定日から処分開始日の属する月までに終了申請

が行われた場合は、処分開始日を終了日とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、当該被保険者が省令第１００条第４号に規定に該当

することとなった場合には支給又は給付を受けることができることとなった日の属

する月の前月末日を終了日とし、処分決定日から処分開始日の属する月までに当該

被保険者が省令第１００条第４号に規定に該当することとなった場合には処分開始

日を終了日とする。 

   第３章 給付一時差止 

 （給付一時差止の対象となる被保険者） 

第１１条 給付一時差止の対象となる被保険者は、次の各号のすべてに該当する者と

する。 

（１）法第６８条に規定する未納医療保険料等がある者 

（２）医療保険者から給付一時差止の依頼のある者 

（３）区長が必要と認める者 

 （給付一時差止に係る弁明の機会の付与） 

第１２条 区長は、行政手続法第１３条第１項第２号の規定に基づき、第１１条に該

当する被保険者に介護保険給付の給付一時差止予告通知書（第３号様式。以下「給

付一時差止予告通知書」という。）を送付し、弁明の機会を付与する。 

２ 給付一時差止予告通知書を送付された被保険者が弁明を行うときは、弁明書（第

４号様式）を区長に提出するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、弁明書の提出が困難であると区長が認めるときは、弁

明を口頭で行うことができる。 

４ 弁明書の提出期限は、原則として第１項による給付一時差止予告通知書を送付し



た日から１４日とする。 

 （給付一時差止に係る弁明の審査基準） 

第１３条 区長は、法、政令及び省令に規定する給付一時差止の対象とならない被保

険者に該当するか否かについて弁明の審査を行うものとし、その審査基準は第５条

第２号から第７号の規定を準用するものとする。 

 （給付一時差止の決定） 

第１４条 区長は、法、政令及び省令に規定する給付一時差止の対象とならない被保

険者に該当する場合を除き、弁明書の返送期限の経過後に、給付一時差止の決定を

行うものとする。 

２ 区長は、給付一時差止の決定を行ったときは、処分内容を被保険者証に記載する

とともに、介護保険給付の一時差止決定通知書（施行規則第３４の１０号様式）に

より通知するものとする。 

 （給付一時差止の開始日） 

第１５条 給付一時差止の開始日は、処分決定日の属する月の翌月１日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、給付一時差止に係る要介護認定等の認定有効期間開始

日の前々月に処分決定が行われた場合は、処分決定日の属する月の翌々月１日とす

る。 

 （給付一時差止の終了） 

第１６条 給付一時差止の終了を受けようとする者は、介護保険給付の一時差止終了

申請書（施行規則第３４の１１号様式）に法第６８条第２項の規定に該当する旨を

証する書類を添えて、区長に提出するものとする。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、給付一時差止の終了の適否を決定し、介護

保険給付の一時差止終了承認・不承認決定通知書（施行規則第３４の１２号様式）

により通知するものとする。 

 （給付一時差止の終了の審査基準） 

第１７条 給付一時差止を受けている被保険者が、法、政令及び省令に規定する要件

に該当するか否かについて審査する場合の審査基準は、次の各号に定めるもののほ

か、第９条第３号から第６号、第８号及び第９号に規定する基準によるものとす

る。 

（１） 給付一時差止の依頼を行った医療保険者から給付一時差止の終了依頼があっ

た場合。 

（２） 法第６８条第２項に規定する未納医療保険料等を完納した場合及び著しい減

少の場合については、当該医療保険者に確認するとともに協議を行った上で判

断するものとする。 

 （給付一時差止の終了日） 

第１８条 給付一時差止の終了日は、終了申請日の属する月の前月末日とする。 



２ 前項の規定にかかわらず、処分決定日から処分開始日の属する月までに終了申請

が行われた場合は、処分開始日を終了日とする。 

   第４章 支払一時差止 

 （支払一時差止の対象となる被保険者） 

第１９条 支払一時差止の対象となる被保険者は、第６条に規定する支払方法変更

（以下この条において「支払方法変更」という。）を受けている被保険者であっ

て、支払一時差止の処分決定日において、納期限から１年６か月を経過している滞

納保険料（保険料徴収権時効となった滞納保険料を除く。）がある者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長が必要と認めるときは、法第６７条第２項の規定

に基づき、滞納保険料が納期限から１年６か月を経過しない場合においても支払一

時差止の対象とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、区長が必要と認めるときは、支払方法変更を受けて

いない場合においても支払一時差止の対象とする。 

 （支払一時差止の対象となる保険給付） 

第２０条 支払一時差止の対象となる保険給付は、前条に規定する被保険者が支払方

法変更の開始日以降に法第４０条各号に規定する介護給付及び法第５２条各号に規

定する予防給付について給付申請を行い、支給決定された保険給付とする。 

 （支払一時差止に係る弁明の機会の付与） 

第２１条 区長は、第１９条の規定に該当する被保険者に介護保険給付の支払一時差

止予告通知書（第５号様式。以下「支払一時差止予告通知書」という。）を送付

し、弁明の機会を付与する。 

２ 支払一時差止予告通知書を送付された被保険者が弁明を行うときは、弁明書（第

６号様式）を区長に提出するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、弁明書の提出が困難であると区長が認めるときは、弁

明を口頭で行うことができる。 

４ 弁明書の提出期限は、原則として第１項による支払一時差止予告通知書を送付し

た日から１４日とする。 

 （支払一時差止に係る弁明の審査基準） 

第２２条 区長は、法、政令及び省令に規定する支払一時差止の対象とならない被保

険者に該当するか否かについて弁明の審査を行うものとし、その審査基準は第５条

第２号から第７号に規定する基準によるものとする。 

 （支払一時差止の決定） 

第２３条 区長は、法、政令及び省令に規定する支払一時差止の対象とならない被保

険者に該当する場合を除き、弁明書の返送期限の経過後において第２０条に規定す

る保険給付の支給決定を行うときに、支払一時差止の決定を行うものとする。 

２ 区長は、支払一時差止の決定を行ったときは、介護保険給付の支払一時差止決定



通知書（施行規則第３４の６号様式）により通知するものとする。 

 （支払一時差止の終了） 

第２４条 支払一時差止の終了を受けようとする者は、介護保険給付の支払一時差止

終了申請書（施行規則第３４の７号様式）に滞納保険料を納付したことを証する書

類を添えて、区長に提出するものとする。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、支払一時差止の終了の適否を決定し、介護

保険給付の支払一時差止終了承認・不承認決定通知書（施行規則第３４の８号様

式）により通知するものとする。 

 （支払一時差止の終了の審査基準） 

第２５条 支払一時差止を受けている被保険者が、法、政令及び省令に規定する要件

に該当するか否かについて審査する場合の審査基準は、第９条第３号から第６号、

第８号及び第９号に規定する基準によるものとする。 

   第５章 控除 

 （控除の対象となる被保険者） 

第２６条 控除の対象となる被保険者は、第１９条に規定する支払一時差止を受けて

いる被保険者であって、当該支払一時差止の処分決定日から１４日以上を経過して

滞納保険料（保険料徴収権時効となった保険料を除く。）を納付しない者とする。 

 （控除の決定） 

第２７条 区長は、被保険者が前条の規定に該当したときは、控除の決定を行うもの

とする。 

２ 区長は、控除の決定を行ったときは、介護保険給付の控除決定通知書（施行規則

第３４の９号様式）により通知するものとする。 

   第６章 給付額減額等 

 （給付額減額等の対象となる被保険者） 

第２８条 給付額減額等の対象となる被保険者は、要介護認定等のための申請を行っ

た第１号被保険者であって、当該要介護認定等の処分決定日において保険料徴収権

消滅期間がある者とする。 

  （給付額減額等に係る弁明の機会の付与） 

第２９条 区長は、前条の規定に該当する被保険者に介護保険給付の給付額減額等予

告通知書（第７号様式。以下「給付額減額等予告通知書」という。）を送付し、弁

明の機会を付与する。 

２ 給付額減額等予告通知書を送付された被保険者が弁明を行うときは、弁明書（第

８号様式）を区長に提出するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、弁明書の提出が困難であると区長が認めるときは、弁

明を口頭で行うことができる。 

４ 弁明書の提出期限は、原則として第１項による給付額減額等予告通知書を送付し



た日から１４日とする。 

 （給付額減額等に係る弁明の審査基準） 

第３０条 区長は、法、政令及び省令に規定する給付額減額等の対象とならない被保

険者に該当するか否かについて弁明の審査を行うものとし、その審査基準は次の各

号に定める基準によるものとする。 

（１） 政令第３５条第１号に規定する住宅、家財又はその他の財産について著しい

損害を受けた場合の基準については、第５条第２号の規定を準用する。 

（２） 政令第３５条第２号に規定する収入が著しく減少した場合の基準について

は、第５条第３号の規定を準用する。 

（３） 省令第１１３条第１号及び第２号に規定する収入が著しく減少した場合の基

準については、前号の規定を準用する。 

（４） 省令第１１３条第３号に規定する要介護被保険者等が被保護者である場合の

基準については、第５条第５号の規定を準用する。 

（５） 省令第１１３条第４号に規定する要介護被保険者等が要保護者である場合と

は、生活保護法第６条第２項に規定する要保護者である場合とする。 

（６） 条例第１６条第１号から第４号に該当することにより保険料の徴収猶予を受

けている場合又は条例第１７条の規定に基づき条例第１６条第１号から第４号

に該当することにより保険料の減免を受けている場合であって、給付額減額等

の開始日以降においても保険料の徴収猶予又は減免を受けることができる場合

については、前第１号から第３号に該当するものとみなす。 

（７） 法第５０条に規定する居宅介護サービス費等の額の特例又は法第６０条に規

定する介護予防サービス費等の額の特例の認定を受けている場合であって、給

付額減額等の開始日以降においても特例の認定を受けることができる場合につ

いては、前第１号から第３号に該当するものとみなす。 

 （給付額減額等の決定） 

第３１条 区長は、法、政令及び省令に規定する給付額減額等の対象とならない被保

険者に該当する場合を除き、弁明書の返送期限の経過後に、給付額減額等の決定を

行うものとする。 

２ 区長は、給付額減額等の決定を行ったときは、処分内容を被保険者証に記載する

とともに、介護保険給付の給付額減額等決定通知書（施行規則第３４の１３号様

式）により通知するものとする。 

 （給付額減額等の終了） 

第３２条 給付額減額期間が経過した場合以外に給付額減額等の終了を受けようとす

る者は、介護保険給付の給付額減額等終了承認申請書（施行規則第３４の１４号様

式）に政令第３５条の規定に該当する旨を証する書類を添えて、区長に提出するも

のとする。 



２ 区長は、前項の申請があったときは、給付額減額等の終了の適否を決定し、介護

保険給付の給付額減額等終了承認・不承認決定通知書（施行規則第３４の１５号様

式）により通知するものとする。 

 （給付額減額等の終了の審査基準） 

第３３条 給付額減額等を受けている被保険者が、法、政令及び省令に規定する要件

に該当するか否かについて審査する場合の審査基準は、次の各号に定めるもののほ

か、第３０条第１号から第５号に規定する基準によるものとする。 

（１） 給付額減額等の開始日以降において、条例第１６条第１号から第４号に該当

することにより保険料の徴収猶予を受けることとなった場合又は条例第１７条

の規定に基づき条例第１６条第１号から第４号に該当することにより保険料の

減免を受けることとなった場合については、第３０条第１号から第３号に該当

するものとみなす。 

（２） 給付額減額等の開始日以降において、法第５０条に規定する居宅介護サービ

ス費等の額の特例又は法第６０条に規定する介護予防サービス費等の額の特例

の認定を受けることとなった場合においては、第３０条第１号から第３号に該

当するものとみなす。 

 （給付額減額等の終了日） 

第３４条 給付額減額等の終了日は、終了申請日の属する月の前月末日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、処分決定日から処分開始日の属する月までに終了申請

が行われた場合は、処分開始日を終了日とする。 

 （その他） 

第３５条 この要綱に定めのない事項は、健康福祉局長が定める。 

  附 則 

 この要綱は、平成１３年８月２４日から施行する。 

  附 則（平成１４年４月１８日・１４川健介保第５７号・健康福祉局長専決） 

 この要綱は、平成１４年４月２４日から施行する。 

  附 則（平成１４年１０月２５日・１４川健介保第２９２号・健康福祉局長専 

      決） 

 この要綱は、平成１４年１１月１日から施行する。 

  附 則（平成１８年４月１日・１８川健介保第３７８号・健康福祉局長専決） 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年４月１日・２０川健介保第５１３号・健康福祉局長専決） 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１日・２７川健介保第１０２１号・健康福祉局長専決） 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 


